
エネルギー対策特別会計
（単位：千円）

平成２８年度 平成２９年度 対 前 年 度
比 較

予 算 額 予 算 （ 案 ） 額 増 △ 減 額

エネルギー需給勘定 156,432,731 153,452,152 △ 2,980,579

（項）エネルギー需給構造高度化対策費 155,789,188 153,002,014 △ 2,787,174

温暖化対策に必要な経費 155,789,188 153,002,014 △ 2,787,174

１．家庭・オフィス・地域で丸ごと再エネ・省エネ普及 88,155,054 84,746,635 △ 3,408,419

・ 地球温暖化対策の推進・国民運動「COOL CHOICE」強化事業 1,700,000 1,650,000 △ 50,000

・ 地域と連係した地球温暖化対策活動推進事業 1,225,054 1,200,000 △ 25,054

・ （新）省エネ家電等COOL CHOICE推進事業 0 2,000,000 2,000,000

・
再生可能エネルギー電気・熱自立的普及促進事業(経済産業省
連携事業）

6,000,000 8,000,000 2,000,000

・ 公共施設等先進的CO2排出削減対策モデル事業 2,550,000 2,600,000 950,000

・
上下水道システムにおける省ＣＯ２化推進事業（一部厚生労働
省・国土交通省連携事業）

2,400,000 1,300,000 △ 1,100,000

・
木質バイオマス資源の持続的活用による再生可能エネルギー導
入計画策定事業（経済産業省連携事業）

400,000 500,000 100,000

・ 廃棄物焼却施設の余熱等を利用した地域低炭素化モデル事業 200,000 400,000 200,000

・ 廃棄物処理施設への先進的設備導入推進事業 19,740,000 21,740,000 2,000,000

・ 低炭素型廃棄物処理支援事業 1,700,000 2,000,000 300,000

・ 国立公園等における再生可能エネルギーの効率的導入促進事業 700,000 700,000 0

・ 地方公共団体カーボン・マネジメント強化事業 5,000,000 3,200,000 △ 1,800,000

・ 省CO2型リサイクル高度化設備導入促進事業 1,200,000 1,500,000 300,000

・ LED照明導入促進事業 1,600,000 2,000,000 400,000

・
賃貸住宅における省CO２促進モデル事業（国土交通省連携事
業）

2,000,000 3,500,000 1,500,000

・
業務用施設等における省CO2促進事業（一部経済産業省・国土
交通省・厚生労働省・農林水産省連携事業）

5,500,000 5,000,000 △ 500,000

・ 先進対策の効率的実施によるCO2排出量大幅削減事業 3,700,000 3,700,000 0

・
（新）廃熱・湧水等の未利用資源の効率的活用による低炭素社
会システム整備推進事業

0 2,200,000 2,200,000

・
（新）脱フロン社会構築に向けた業務用冷凍空調機器省エネ化
推進事業（一部国土交通省連携事業）

0 6,300,000 6,300,000

・
（新）地域における都市機能の集約及びレジリエンス強化を両
立するモデル構築事業

0 100,000 100,000

・ L2－Tech（先導的低炭素技術）導入拡大推進事業 4,000,000 680,000 △ 3,320,000

・ CO2削減ポテンシャル診断推進事業 2,000,000 2,000,000 0

・ 省エネ型大型浄化槽システム導入推進事業 0 1,000,000 1,000,000

・
（新）公共交通機関の低炭素化と利用促進に向けた設備整備事
業（国土交通省連携事業）

0 2,300,000 2,300,000

・
先進環境対応トラック・バス導入加速事業（国土交通省・経済
産業省連携事業）

1,000,000 1,000,000 0

・
物流分野におけるＣＯ２削減対策促進事業（国土交通省連携事
業）

3,700,000 3,700,000 0

平成２９年度環境省予算（案）事項別表

事 項
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（単位：千円）

平成２８年度 平成２９年度 対 前 年 度
比 較

予 算 額 予 算 （ 案 ） 額 増 △ 減 額
事 項

・
（新）低炭素型ディーゼルトラック普及加速化事業（国土交通
省連携事業）

0 2,965,000 2,965,000

33,219,935 34,898,109 1,678,174

・
再エネ等を活用した水素社会推進事業（一部経済産業省連携事
業）

6,500,000 5,498,109 △ 1,001,891

・ ＣＯ２排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業 6,500,000 6,500,000 0

・
未来のあるべき社会・ライフスタイルを創造する技術イノベー
ション事業

1,900,000 2,500,000 600,000

・
ＣＣＳによるカーボンマイナス社会推進事業（一部経済産業省
連携事業）

6,000,000 6,000,000 0

・
大規模潜在エネルギー源を活用した低炭素技術実用化推進事業
（一部経済産業省連携事業）

900,000 1,200,000 300,000

・ 低炭素型浮体式洋上風力発電低コスト化・普及促進事業 2,000,000 3,000,000 1,000,000

・
（新）低炭素型の行動変容を促す情報発信（ナッジ）による家
庭等の自発的対策推進事業

0 2,000,000 2,000,000

・
（新）木材利用による業務用施設の断熱性能効果検証事業（農
林水産省連携事業）

0 2,000,000 2,000,000

・
環境調和型バイオマス資源活用モデル事業（国土交通省連携事
業）

800,000 800,000 0

・
セルロースナノファイバー（CNF)等の次世代素材活用推進事業
（経済産業省・農林水産省連携事業）

3,300,000 3,900,000 600,000

・ 廃棄物発電の高度化支援事業 260,000 210,000 △ 50,000

16,712,521 15,655,421 △ 1,057,100

・ 地域低炭素投資促進ファンド事業 6,000,000 4,800,000 △ 1,200,000

・ 環境金融の拡大に向けた利子補給事業 2,070,000 2,070,000 0

・ エコリース促進事業 1,800,000 1,900,000 100,000

・ （新）風力発電等に係るゾーニング導入可能性検討モデル事業 0 300,000 300,000

・ サプライチェーンにおける排出削減量の見える化推進事業 223,923 414,330 190,407

・ （新）カーボンプライシング導入可能性調査事業 0 250,000 250,000

・
（新）パリ協定等を受けた中長期的温室効果ガス排出削減対策
検討調査費

0 539,792 539,792

17,701,678 17,701,849 171

・
温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）による排出量監視に向け
た技術高度化事業

4,420,647 4,541,570 120,923

・ 二国間クレジット制度（JCM）資金支援事業 8,700,000 8,200,000 △ 500,000

・ 二国間クレジット制度（JCM）基盤整備事業 1,220,000 1,520,000 300,000

・ 途上国向け低炭素技術イノベーション創出事業 1,400,000 1,400,000 0

・
国連持続可能な消費と生産10年計画枠組み基金への拠出等によ
る国際的な民生部門対策

362,711 328,000 △ 34,711

・ （新）パリ協定実施に向けた途上国能力開発支援拠出金 0 183,334 183,334

・
（新）我が国循環産業の戦略的国際展開による海外でのCO2削
減支援事業

0 230,000 230,000

・
（新）Ｇ７が牽引するCO2削減に貢献する持続可能な開発目標
の実施

0 60,000 60,000

４．JCM、我が国の技術等により世界を低炭素・脱炭素化

２．世界を変える先導的技術の開発・実証と社会実装

３．金融、社会システムの低炭素化
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（単位：千円）

平成２８年度 平成２９年度 対 前 年 度
比 較

予 算 額 予 算 （ 案 ） 額 増 △ 減 額
事 項

（項）事務取扱費 633,443 440,038 △ 193,405

事務取扱いに必要な経費 434,101 243,895 △ 190,206

温暖化対策に必要な経費 199,342 196,143 △ 3,199

（項）諸支出金 100 100 0

返納金等の払戻しに必要な経費 100 100 0

（項）予備費 10,000 10,000 0

予備費 10,000 10,000 0

電源開発促進勘定

（項）原子力安全規制対策費

原子力の安全規制対策に必要な経費

・ 住民の個人被ばく線量把握事業 418,758 398,300 △ 20,458

- 3 -


